
書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人J-CaP研究会

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 102,187,045

前払金 10,095

未収消費税等 482,294

　流　動　資　産　合　計 102,679,434

２　固定資産

有形固定資産

什器備品 166,463

有形固定資産計 166,463

　固　定　資　産　合　計 166,463

資　　産　　合　　計 102,845,897

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 3,833,281

預り金 399,885

前受金 47,695,351

未払法人税等 70,000

　流　動　負　債　合　計 51,998,517

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 51,998,517

Ⅲ　正味財産の部

 前期繰越正味財産 61,845,131

 当期正味財産増減額 △ 10,997,751

 正味財産合計 50,847,380

負債及び正味財産合計 102,845,897

2025年度  貸借対照表

　　2026年3月31日現在

科 目 金 額



書式第１３号（法第２８条関係）　　

特定非営利活動法人J-CaP研究会
（単位：円）

Ⅰ　経常収益

1　事業収益

助成金 12,184,556

2　その他収益

受取利息 158,065

雑収入 484,893

経常収益計 12,827,514

Ⅱ　経常経費

1　事業費

（1）人件費

給与手当 2,472,975

法定福利費 9,793

人件費計 2,482,768

（2）その他経費

業務委託費 5,579,960

調査研究費 10,611,500

印刷製本費 33,677

会議費 744,787

旅費交通費 103,610

通信運搬費 223,700

消耗品費 147,564

減価償却費 148,422

支払手数料 3,018,317

租税公課 24,207

その他計 20,635,744

事業費計 23,118,512

2　管理費

（1）人件費

給与手当 274,775

法定福利費 1,088

人件費計 275,863

（2）その他経費

業務委託費 171,600

会議費 155,580

通信運搬費 33,050

支払手数料 660

その他経費計 360,890

管理費計 636,753

経常費用計 23,755,265

当期経常増減額 △ 10,927,751

Ⅲ　経常外収益

経常外収益計 0

Ⅳ　経常外費用

経常外費用計 0

税引前当期正味財産増減額 △ 10,927,751

法人税、住民税及び事業税 70,000

当期正味財産増減額 △ 10,997,751

前期繰越正味財産額 61,845,131

次期繰越正味財産額 50,847,380

　2025年度　　活動計算書

2025年4月1日から2026年3月31日まで

科 目 金 額



書式第１7号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人J-CaP研究会

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

現金 11,445

普通預金 102,175,600

前払金 10,095

未収消費税等 482,294

　流　動　資　産　合　計 102,679,434

２　固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

電子機器 166,463

有形固定資産計 166,463

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0

　固　定　資　産　合　計 166,463

資　　産　　合　　計 102,845,897

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 3,833,281

預り金 399,885

前受金 47,695,351

未払法人税等 70,000

　流　動　負　債　合　計 51,998,517

２　固定負債

　固　定　負　債　合　計 0

負　　債　　合　　計 51,998,517

 正味財産合計 50,847,380

2025年度  財産目録

　　2026年3月31日現在

科 目 金 額



書式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　J-CaP研究会

１． 重要な会計方針
　財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年7月20日 2011年11月20日一部改正NPO法人会計基準協議会)に
よっています。

棚卸資産の評価基準及び評価方法
記載すべき事項はありません。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっています。
無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっています。

引当金の計上基準
記載すべき事項はありません。

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
記載すべき事項はありません。

ボランティアによる役務の提供
記載すべき事項はありません。

消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業費の内訳
（単位：円）

前立腺癌医療
調査・研究事

業
合計

Ⅰ経常収益
1．事業収益 12,184,556 12,184,556
2．その他収益 642,958 642,958

経常収益計 12,827,514 12,827,514
人件費
給料手当 2,472,975 2,472,975
法定福利費 9,793 9,793
人件費計 2,482,768 2,482,768
その他経費
業務委託費 5,579,960 5,579,960
調査研究費 10,611,500 10,611,500
印刷製本費 33,677 33,677
会議費 744,787 744,787
旅費交通費 103,610 103,610
通信運搬費 223,700 223,700
消耗品費 147,564 147,564
減価償却費 148,422 148,422
支払手数料 3,018,317 3,018,317
租税公課 24,207 24,207
その他経費計 20,635,744 20,635,744
経常費用合計 23,118,512 23,118,512

当期経常増減額 (10,290,998) (10,290,998)

３. 使途等が制約された寄附金等の内訳
記載すべき事項はありません。

４. 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

什器備品 124,300 216,480 0 340,780 174,317 166,463
無形固定資産

ソフトウェア 13,110,905 0 0 13,110,905 13,110,905 0
合計 13,235,205 216,480 0 13,451,685 13,285,222 166,463

５. 借入金の増減内訳
記載すべき事項はありません。

６. 役員及びその近親者との取引の内容
記載すべき重要な事項はありません。

７.
・ 事業費と管理費の按分方法

・ その他の事業に係る資産の状況
記載すべき事項はありません。

2025年度　　財務諸表の注記

（１）

（２）

（３）

（４）

（６）

（５）

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費に共通する経費については、収入割合に基づき按分しています。

（１）

（２）

科目



特定非営利活動法人 J-CaP 研究会 

１ 事業の成果 
前立腺癌啓発支援事業は、今年度実施しなかった。 

年度当初の計画の通り、前立腺癌医療調査・研究事業を中心として活動を実施した。 

新研究「前立腺がん患者の診断時背景因子と初期治療および治療経過に関する実態調査研究」について
は、経過観察期間に入り、情報の更新を継続している。3 月 31 日現在、契約締結している日本国内の施
設数は 100施設である。 

 また、本研究で得られた情報を活用し解析研究、論文発表を進め研究参加施設の責任医師と、研究揚力
医師に向けた施設間の交流促進、研究推進意欲の向上を目的とした J-CaP Investigators Meeting の実施
を行い、30 名あまりの研究者が参加した。 

２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業   （事業費の総費用 23,119千円） 

事業名 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

支出額 
（千円） 

前立腺癌  
医療調査・
研究事業 

前立腺がん患者の診断時背
景因子と初期治療および治
療経過に関する実態調査研
究の実施 

通年 研究参加施設 110人 前立腺癌患者及び一般市民 

23,119 

前立腺がん患者の診断時背
景因子と初期治療および治
療経過に関する実態調査研
究のアジア各国との共同研
究実施 

通年 研究会事務局 
委託先等 20人 前立腺癌患者

及び一般市民 

前立腺がん患者の診断時背
景因子と初期治療および治
療経過に関する実態調査研
究のデータ解析研究 

通年 研究会事務局 
委託先等 20人 前立腺癌患者

及び一般市民 

2025年度 事 業 報 告 書
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